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１．土木のアセットマネジメント技術の動向 

  
現在、管理者が土木構造物のアセットマネジメ

ント技術（Civil Engineering Asset Management、
以下、「CEAM 技術」と略す）を導入する際に、

ライフサイクル費用（以下、「LCC」と略す）最

小型の仕組みが主流である。第一世代の学術的研究

は、「アセットマネジメント研究のフロンティア」

特集１）に端を発している。筆者は、道路橋の劣化

予測、舗装のハザードモデル、インフラ会計等の論

文に多いに刺激を受けた。それ以来、道路橋、舗装

は比較的データベース整備が充実した領域での産学

協働による学術的研究が目立っている。自治体と大

学の協働により長寿命化の行動方針を立案し、各工

種に適する実務的なガイドラインと点検要領を作

成・導入し、それを情報公開し維持管理行為の説明

責任を積極的に果たしている例２）もある。地方自

治体を含めた産官学の協働で、アセットマネジメン

ト導入に挑戦する動き３）も活発化し、先進自治体

を例に、システム構築にむけた基本的な考え方が議

論された入門書も出版され、既往の実務的知見の共

有に寄与し、技術勉強会の素材にも適している。道

路保全技術センターは、地方自治体の道路橋管理者

への普及を見据え、技術研究の成果を点検台帳デー

タベースと LCC シミュレータのフリーソフトを添

付し、ハンドブックを出版４）した。寿命が短い機

械・設備では、国内各地方の河川ポンプ設備等の管

理者が協働で、国内実績に基づく標準的な対策年次

の目安を示し、点検・整備・取替え・修繕のマニュ

アル（案）５）が示された。 
最近、国土交通省は、社会資本整備重点計画６） 
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で、道路橋・下水道施設・河川処理施設・港湾施設

等の長寿命化計画の策定率を 3 年後の 2012 年度に

100％とする数値目標を掲げた。この他、水産庁は、

漁港施設の機能保全計画の作成要領７）を示した。

厚生労働省は、水道事業のアセットマネジメントの

手引き（案）８）を作成した。 
これらを背景に、土木構造物の管理者が CEAM

技術を用いた新たな維持管理の仕組みを導入するこ

とが更に加速していくと考えられる。土木構造物の

長寿命化という緊急課題に対応するため、土木技術

者への CEAM 技術の開発と普及に期待が高まって

いる。技術開発の重点課題は、CEAM を導入する

際に技術体系の中核を担うツールボックスを

CEAM 技術として標準化し、維持管理の実務に普

及することである。筆者は、CEAM 技術のなかで、

更新・補修の対策時期を予測する技術と LCC を平

準化する技術が中核を成すと考える。以下、２．で

は、寿命予測の開発軸を、３．では、費用平準化の

開発軸を、４．では、今後 5 年間の CEAM 第二世

代の技術開発に言及する。 
 
２．寿命予測の開発軸 

 

（１）寿命予測の目的・用途と開発フェーズ 

港湾・道路・上下水道・河川・電力土木等の横

断的な経験から、寿命予測技術の開発軸を考察する。

第一に、施設管理者が求める寿命予測の目的・用途

をとして、①ベースライン劣化曲線の作成、②条件

別の劣化曲線作成、③劣化曲線の更新・修正という

３つのフェーズを設定できる。①では、経過年数に

関して一定か、逓増か、逓減かという単調な劣化曲

線の形状分析、経過年数の何乗に比例するかの劣化

速度の分析が開発課題である。②では、耐久性の異

なる材質、劣化速度が異なる使用環境、塗装や補修

の対策の履歴などの基本線を複数のグループに書き



分けるための付加情報が整備できれば可能となる。

異なる劣化速度に応じて条件別に対策時期をずらし、

維持管理シナリオの適時性を高めるために有用であ

る。③では、点検・測定を繰り返し、管理者が既定

の劣化曲線を更新・修正するために有用である。劣

化状態の膨大なデータを蓄積した状況で、効率よく

劣化傾向や対策時期の予測情報を推定する。①②で

得た劣化曲線は、施設の劣化が進行するたびに、経

年変化するため予測誤差を修正する必要がある。数

十年かけて全数点検を待って寿命予測することは実

践的でない。代表的な使用環境に焦点をあて既存デ

ータから現代の寿命予測の最善を尽くす必要がある。 

 

（２）点検・測定データ蓄積の壁  

第二に、寿命予測に必要なデータ使用環境とし

て、点検・測定データの蓄積の壁の問題がある。ま

ず、点検・測定データの内容は、目視の複数ランク

による離散データよりも、数量を詳細測定した連続

データが望ましい。連続データの方が客観的な測定

データが得られて、予測精度の面で有利である。判

定ランクデータは、多時点にわたり、同一の尺度を

有する人が判断するとは限らず、実状と判定に乖離

が生じる場合がある。この判定バイアスの問題を抑

えるため、視覚的な損傷事例集の整備と点検履歴情

報の引き継ぎ、点検結果の時系列照査が課題となる。 

点検・測定データの蓄積数量については、デー

タ数量が限られる場合、劣化曲線の基本線でさえ、

そのパラメータ推定が不安定な結果となる。パラメ

ータが多く、過度の精密化は安定した推定結果を得

ることを困難にする。実用に耐える寿命予測モデル

は、必要最小限のパラメータを含み、劣化傾向を分

析するため豊富な表現力を有し、簡素で扱いやすい

のが適するが、ワイブル分布の特定化は優れている。 

例えば、港湾鋼矢板の板厚測定データはダイバ

ーが潜水測定し、詳細調査に多くの費用・労力を要

する。また、上下水道の地下埋設管路では劣化調査

の費用・労力が多大となる。費用の問題は、局所的

に一部の管理者が負担するより、広域的に使用環境

を共有する複数の管理者が費用分担し、統一的な実

施要領に基づく協働点検と相互利用が課題である。

国内地方間の経験共有、広域行政・技術協会など持

続的に連携した協働の取り組みが求められる。 

３．費用平準化の開発軸 

 

（１）維持管理予算の最適化技術の開発 

1960年代の高度成長期に建設したものが一斉に

老朽化し、地域の財政を圧迫し始める。世代をこえ

て公平な負担を均等配分するため、先見性を備えた

長寿命化を実現する意図で、長期の予算計画立案に

おいて費用平準化を行う。以下では、港湾・道路・

河川・電力土木等の多様な経験から平準化技術の開

発軸を整理する。対策期間のスケールから、①50～

100年程度の長期生涯の予算サイクル推移予測、②1

0～20年程度の中期の集中投資戦略立案、③3～5年

程度の短期の事業実施計画策定という３つのフェー

ズが考えられる。費用平準化技術は、①生涯予算サ

イクルの推移予測に必要である。この長期見通しの

もとで、補修・更新が集中する期間を特定し、②中

期投資戦略において、相互に近接する施設単位は一

括整備するなど、中期的にコスト効率よく同期化す

る方策が課題となる。費用平準化のためには大規模

施設において分割整備した方がよいが、近接同期化

のためには一括整備した方がよい。長期の平準化と

中期の同期化は完全に両立しない。段階的に、長期

の公平な負担をめざし、中期のコスト効率を高める

ことが課題となる。③短期事業実施では、緊急性の

高い施設を対象に、補修・更新の対策要否を判断す

るため詳細調査および実施設計が必要となる。③事

業実施フェーズは従来から行われてきた整備行為に

類するが、中長期の予算と戦略を前提にした先見性

を備える点で優れている。 

 

（２）対策時期の割当て問題とコストテーブル 

長期に発生する費用のピークを平準化する目的

は直感的にわかりやすく、数十の対象施設は思考的

に計算できる。管理単位の補修・更新が発生する年

度において、大小異なるコストの固まりのブロック

が積み上がる。ピークの山を崩すため、費用が発生

していない空白時期を探索し、その前後に許容範囲

内で補修・更新の対策時期を割り当てる。縦軸に施

設単位のID番号を表示し、横軸に計画期間の今後の

年度を表示したコストテーブルを作成し、行列の各

セルに補修・更新の費用を埋める。計画対象の施設

数が多くなると、複雑な多時点の線形和の数え上げ



となる。作成時間と正確さの問題を克服するため、

多数の施設の制約条件をふまえ最適解を探索する数

値計算が必要となる。 

 

（３）費用平準化の目的関数 

費用平準化における目的関数は、各年度での予

算の超過・余剰の総和であり、これを最小化するよ

うな補修・更新計画が解として期待される。目的関

数は、線形和、残差平方和等を設定し、整数計画問

題・２次計画問題として扱える。平準化の目的は、

各年度における予算の超過あるいは余剰のペナルテ

ィ量を最小化することにある。予算の超過は管理者

の財政を圧迫する状況を招くのに対し、予算の余剰

は繰り越せば良いので、予算の超過の方が相対的に

大きいペナルティを与えるべきである。長寿命化に

おいて、すでに補修・更新の対策時期を経過した老

朽化施設に出くわすことがよくある。予算の超過は、

まったく許容できない訳ではなく、対策時期を過ぎ

た老朽化施設の緊急対策期間では手厚い予算を積み

増す方策もありえる。 

 

（４）費用平準化の操作変数と解法 

費用平準化の目的関数を改善し、最適な計画を

探索する操作変数は、①施設全体の異質なグループ

分轄、②個別施設への維持管理シナリオの切り替え、

③各年度における補修・更新の対策時期を許容範囲

内で調整することが考えられる。①異質なグループ

分轄では、劣化速度や対策単価が異なるため、時間

と費用の軸方向に分散し、同質なグループとして計

算するよりも、費用ピークの一定の緩和が可能とな

る。②維持管理シナリオの切り替えでは、個別施設

に適用できる予防保全型・事後保全型・更新型等の

実行可能なシナリオを切り替える。各施設でのシナ

リオ切り替え操作によって、費用平準化に一定の改

善をもたらす。個別の施設ごとに、シナリオの条件

となる劣化速度と対策単価を切り替えるため、グル

ープ一律のシナリオ適用よりも、費用発生の分散に

寄与する。しかし、シナリオ設定に応じて生涯の対

策時期を同時に定める点で柔軟性に乏しく、シナリ

オ切り替えのみの操作にも限度がある。③各年度の

対策時期の調整では、各施設に割り当てたLCC算

定のシナリオを規則的に守りながら、補修・更新の

それぞれの対策時期において許容範囲内でタイミン

グを調整する。直接、各施設の対策時期を許容範囲

内の組み合わせで独立に調整する点で、３つの操作

法のなかで最も柔軟性に優れている。時期調整の前

後方向は、第三者被害の多い施設や災害から生命や

財産を守る防災施設において、前倒しが推奨される。

後方の許容年数は、過度の長寿命化、対策の先送り

に陥る恐れがある。人命に影響のない施設や早期に

修復できる施設では、後方シフトもありえるが、最

後に残された手段といえる。前倒し許容年数の範囲

の幅は、広すぎると余寿命を残して過度に早すぎる

無駄な事業となり、長寿命化に反する。対象施設の

生涯サイクル年数に照らし、10％以内に抑えるべき

と考える。10～30年の耐用年数では、前倒し許容年

数は1～3年とする。 

解法としては、①操作変数の組み合わせの総当

たりし、その中で目的関数を最善のものを抽出する

総当たり法、②シナリオ規則を制約条件とした目的

関数を最善にする解を探索する数理計画法が考えら

れる。①総当たり法は、問題の規模が計算機で算定

できる範囲内で可能である。問題の規模を与える計

画条件は、計画期間長、施設の単位数、許容年数の

調整幅である。大規模の問題では、物理的に計算で

きたとしても工期的に不可能なほど長時間となるこ

ともある。このため、大規模な離散計画の原問題と

して定式化し、実装可能な整数計画問題に緩和する

解法の開発が課題となる。 

 

４．今後の技術開発にむけて 

 

本稿では、最近活発化している長寿命化計画の

策定を実践的に牽引するため、ＣＥＡＭ技術の中核

を担う寿命予測とLCC平準化に着目し、技術の開

発軸を整理した。今後の技術開発課題に言及する。

ＣＥＡＭ技術の標準化においては、国・都道府県・

市町村が管理する土木構造物の長寿命化計画策定を

加速させるため、簡素な原型で対象地域に適用しや

すい頑健な導入手法が求められる。管理対象の中で

重点施設を絞って部分最適化する手法から、大量の

広い範囲で全体最適化する手法が求められるだろう。

この場合、大量のデータを用いた寿命予測と大規模

な長寿命化問題のLCC平準化が必要で、数値計算



の時間が大幅に伸びることが想定されるため、計算

速度の改善が課題となると考える。 
点検・モニタリングにおいては、経年劣化を対

象とした劣化曲線の基本線作成が定着し、繰り返し

点検データの蓄積に伴い、既定パラメータを修正し

対策時期の予測精度が向上すると期待される。単調

な増減曲線ではなく、供用期間の時期によってピー

クや複数モードを有する複雑なハザード形状１０）を

分析できるものと考える。これによって、より適切

な補修時期の設定とコスト効率のよいタイムリーな

更新時期の決定を支援できると考える。 
一方、突発的な劣化発生は予測困難で発見が遅

延すると第三者被害が甚大になる恐れがある。この

場合、連続監視データの測定により、異常な変状を

いち早く捉えて突発劣化を発見するヘルスモニタリ

ング１１－１２）の導入が求められる。更新が集中する

時期に、財源制約のため劣化期の土木構造物を我慢

して供用持続する場面も少なからず起こりうると考

える。被害抑制の効果に見合うモニタリング費用の

投入を確認する必要がある。 
リスクの反映においては、長寿命化に伴い劣化

期に想定される第三者被害の想定と劣化イベント発

生確率の予測といったリスクの視覚化が求められる。

管理者や利用者が土木構造物の劣化によってさらさ

れるリスクの指標化を行い、膨大な数の施設を科学

的に分類し、対策の優先度をより効果的に決定支援

できると期待される。大地震の頻発や気候変動に伴

う豪雨や突風の局所的発生は、当初の管理水準の見

直しや土木サービス継続と早期復旧等の信頼性維持

を求めるだろう。 
インフラ会計においては、維持管理計画の策定

普及に伴い、長寿命化実現に要する資金調達を円滑

化するため、中長期予算計画に対応した更新会計や

繰延維持補修会計の運用が求められる。各年度予算

の基本線と引当金の設計において、LCC平準化技

術の活用が期待される。 
市民参加においては、自らの地域のインフラは

自らの地域で守る意識を啓発し、公共性の低いが住

民生活に密着した土木構造物を対象に、点検や監視

通報の協力を求めることも考えられる。行政がすべ

て管理するよりも市民と協働で維持管理する方が管

理水準・費用・長寿命ともに有利な場合に協働の仕

組みづくりが課題となる。 
今後、第二世代の学術的な知見に刺激を受けな

がら、実践的な技術開発の取り組みに貢献できれば

幸いである。 
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